
2021 年４月 28日 

日本原燃株式会社 

地震応答解析に用いる地盤モデルの設定の基本ロジック（耐震建物 08） 

【基本的な考え方】 

〇 建物・構築物の地震応答解析では，解放基盤表面（T.M.S.L.-70m）で定義される基

準地震動Ss等に基づき，建物・構築物への入力地震動を算定するために，解放基盤表

面（T.M.S.L.-70m）から地表面（T.M.S.L.55m）までの設計用地盤モデルを設定して

いる。 

○ 設計用地盤モデルは，解放基盤表面（T.M.S.L.-70m）から建物・構築物ごとの基礎

底面レベルに該当する支持地盤及び，建物・構築物ごとの基礎底面レベルから地表面

（T.M.S.L.55m）に該当する表層地盤（埋戻し土，造成盛土及び六ヶ所層）で構成さ

れている。 

○ 設計用地盤モデル（支持地盤）は，既設工認段階より，再処理事業所の耐震設計に

おいて，可能な限り複数の建屋で共通的なモデルを用いることができるよう，地質構

造に基づいて再処理事業所の敷地を３エリアに区分し，エリアごとの平均的な地盤物

性値を算出し，これを各エリアに設置する建物・構築物の入力地震動算定に用いる共

通のモデルとして設定している。 

【妥当性確認のための検討】 

以下に示す①～④の検討について、根拠データ及び評価結果と合わせて補足説明資料

として整理して示すことで、今回設工認において、設計用地盤モデルを入力地震動の

評価に用いても安全上支障が無いことを示す。（あわせて，参考として，別紙①～④

に，各検討において用いる根拠データ等の概要（整備中。現時点版）を添付する。） 

① 既認可における設計用地盤モデル（支持地盤）は，敷地の地盤特性に応じて適切に

エリアの区分及び物性値の設定がされていること。（別紙①参照）

⇒（詳細な説明は5月下旬に根拠データを用いて説明） 

 敷地を３つのエリアに区分する事は地質構造及び速度構造と整合

 物性値は建屋予定位置のＰＳ検層データに基づき設定

 速度境界及び各種物性値は各エリアの平均的なモデルとして統計的に設定

 今回の設工認申請では「ばらつきケース」として、平均物性値に±1σを設定

② ３つのエリアそれぞれの設計用地盤モデル（支持地盤）を用いた地震観測記録のシ

ミュレーション解析では，敷地における地震観測記録を再現可能であり，入力地震

動算定において設計用地盤モデルは適切なモデルであること。（別紙②参照） 

⇒（詳細な説明は5月下旬に根拠データを用いて説明） 

【公開版】 
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③ 今回の設工認申請では、建物・構築物の埋め込み状況を反映するために、各建物・

構築物の設置位置から地表面までの地盤特性に応じて地震波の伝播特性を評価する

ために、表層地盤（埋戻し土、六ケ所層及び造成盛土）を「設計用地盤モデル」に

反映し、地盤モデルを設定している。この際、表層地盤は敷地の地盤特性に応じ適

切に設定されていること。（別紙③参照）

⇒（詳細な説明は5月下旬に根拠データを用いて説明）

 物性値は敷地内で偏りなく広範なデータに基づき設定

 平均的なモデルとして統計的に設定（ばらつきケースを含む）

④直下もしくは近傍におけるＰＳ検層データの速度構造に「設計用地盤モデル」と乖離

がある場合は，「直下地盤モデル」を作成した影響評価でも，施設の耐震性に問題は

無いこと。（別紙④参照）

⇒（詳細な説明は5月下旬に根拠データ並びに評価結果を用いて説明） 

 「直下地盤モデル」は，直下の物性値と建物近傍の表層地盤の物性値を用いると

ともに，地盤の非線形性や地盤剛性のばらつきを適切に考慮

 各施設の設計に用いる地震動のうち，「設計用地盤モデル」の施設評価において

影響の大きな地震動を抽出し，「直下地盤モデル」を用いた地震応答解析を実施

 建物・構築物の健全性については，主要な耐震部材である耐震壁については「直

下地盤モデル」の応答値の最大せん断ひずみが許容限界（2.0×10-3）以内であ

ること及び，その他評価部位（Ｓクラス部位、基礎スラブ）については「直下地

盤モデル」応答値を「設計用地盤モデル」の応答値で除した際に求められる応答

倍率を「設計用地盤モデル」の最大の検定値（発生値／許容値）に乗じ、その際

の検定値が1.0以下であることを確認

 機器・配管系の健全性については、従来のばらつき評価同様の対応として、拡幅

を行わない「直下地盤モデル」のFRSの応答値と「設計用地盤モデル」の拡幅FRS

の応答値から求めた加速度比を設工認に記載している算出応力に応答倍率にて

乗じ，応力比（発生値／許容値）が1.0以下であることを確認

 2020年12月24日に第１回申請を実施した燃料加工建屋及び安全冷却水B冷却塔に

ついて，設計用地盤モデルを入力地震動の評価に用いても安全上支障が無いことを

第１回で整理し、その内容を補足説明資料にて示す。また、後次回申請対象施設に

ついても，上記の方針に基づき、各申請回次に示す。 

以 上 
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別紙② 地震観測記録を⽤いたシミュレーション評価

 前⾴に⽰した⽅法に基づき、 2011年3⽉11⽇ 東北地⽅太平洋沖地震の敷地における地震観測記録の建屋基礎底⾯相当位置
（T.M.S.L.37m）における地盤応答（2E）の⽐較結果を以下に⽰す。

 ⽐較の結果、設計⽤地盤モデルにおける地震波の地中での増幅及び建屋基礎底⾯相当位置における地盤応答は、両者は整合した結果
となっている。

 以上のことから、設計⽤地盤モデルは、地震観測記録を説明可能なモデルとなっている。

中央地盤⻄側地盤 東側地盤

シミュレーション評価結果（上段：最大加速度の深さ分布，下段：建屋基礎底面相当位置（T.M.S.L.37m）における地盤応答（2E））

■評価結果（NS⽅向）
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別紙② 地震観測記録を⽤いたシミュレーション評価

中央地盤⻄側地盤 東側地盤

シミュレーション評価結果（上段：最大加速度の深さ分布，下段：建屋基礎底面相当位置（T.M.S.L.37m）における地盤応答（2E））

■評価結果（EW⽅向）
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 ⽐較の結果、設計⽤地盤モデルにおける地震波の地中での増幅及び建屋基礎底⾯相当位置における地盤応答は、両者は整合した結果
となっている。
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別紙② 地震観測記録を⽤いたシミュレーション評価

中央地盤⻄側地盤 東側地盤

シミュレーション評価結果（上段：最大加速度の深さ分布，下段：建屋基礎底面相当位置（T.M.S.L.37m）における地盤応答（2E））

■評価結果（UD⽅向）
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